
《平成３０年度予算の基本方針》 

（基本的な考え方） 

○ 平成３０年度予算においては、東日本大震災や熊本地震、九州北部豪雨等によ

る「被災地の復旧・復興」、「国民の安全・安心の確保」、「生産性の向上と新需要の

創出による成長力の強化」及び「豊かで活力のある地域づくり」の４分野に重点

化し、施策効果の早期発現を図る。 

○ 特に、気候変動の影響により激甚化・頻発化する災害や切迫する巨大地震等か

ら国民の生命と財産を守ることは最重要の使命である。このため、国土強靱化に

向けて、防災意識社会への転換を図りつつ、ハード・ソフトを総動員した防災・

減災対策を推進するとともに、戦略的なインフラ老朽化対策に取り組む。また、

我が国の領土・領海を守るため、戦略的海上保安体制を構築する。 

○ また、「成長と分配の好循環」の拡大に向けて、生産性革命の推進により、人口

減少下でも生産性向上による持続的な経済成長を実現するとともに、アベノミク

スの成果を十分に実感できていない地域の隅々までその効果を波及させる必要が

ある。このため、ストック効果を重視した社会資本整備の推進、コンパクト・プ

ラス・ネットワークの推進、子どもから高齢者まで誰もが豊かに暮らせる住生活

環境の整備、空き家や空き地等への対策など魅力・活力のある地域の形成に取り

組む。さらに、訪日外国人旅行者数２０２０年４０００万人等の目標達成を目指

し、観光先進国の実現に取り組む。 

（ストック効果を重視した社会資本整備） 

○ 社会資本整備に当たっては、既存施設の活用を図りつつ、生産性向上をはじめ

としたストック効果が最大限発揮されるよう戦略的な取組を進めることにより、

我が国の持続的発展を支えていくことが重要である。このため、地域における生

産性を向上させる社会資本整備についても、重点的かつ計画的に取り組んでいく

必要がある。 

このようなストック効果を重視した公共投資により経済成長を図り、経済再生

と財政健全化の双方を実現するため、必要な公共事業予算を安定的・持続的に確保

する。 

（公共事業の効率的・効果的な実施等） 

○ 公共事業の効率的・円滑な実施を図るため、改正品確法の趣旨を踏まえ、適正

価格での契約、地域企業の活用に配慮しつつ適切な規模での発注等に取り組む。

あわせて、中長期的な担い手の確保・育成等に向けて、国庫債務負担行為による

施工時期の平準化、新技術導入やICT等の活用によるi-Constructionの推進、適正

な工期設定等による週休２日の実現等の働き方改革に取り組む。 

○ また、限られた財政資源の中での効率的な事業執行に向け、地域のニーズを踏

まえつつ、情報公開を徹底して、投資効果や必要性の高い事業への重点化を進め

るとともに、地域活性化にも資する多様なPPP/PFIの推進により民間資金やノウハ

ウを積極的に活用する。 


